
2

２箇所の予備設計を実施した。

・洪水調整池の整備について、土地改良事業による用水路の整備事業との協議調整を慎重に行う必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 河川改修率（％） 43.7 43.7 54.4 63.9 96.0
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 69,666 17,956 139,156 148,700 合計 139,155,840 円
委託料 27,957,960 円

財
　
源

特定財源 20,000 0 35,000 20,000 工事請負費 111,197,880 円

一般財源 49,666 17,956 104,156 128,700

職員人件費　② 2,104 2,182 2,820 3,878

総事業費（①＋②） 71,770 20,138 141,976 152,578

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 市町村土木事業費補助金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 河川・池沼
施策

平

体系
施策の内容 河川の

成

改修

目
　
　
　
的

　流域

２

内の宅地化が進み雨水

７

流出量が増加し

主
た
る

年

内
容

○河川延長　50

度

4ｍ
たため、河川改修

評

を行い浸水被害の解消

価

を図   ・河川改修延

）

長　504ｍ
るととも

刈

に、魚類・昆虫類など

谷

の自然とのふ   ・調

市

整池整備　2箇所
れあ

事

いを可能とする河川空

務

間を創造する。

位
置
づ

事

け

関連計画 刈谷市雨水

業

総合対策整備計画・境

評

川猿渡川流域水害対策

価

計画

根拠法令 河川法・

シ

特定都市河川浸水被害

ー

対策法

対象者 市民 事業

ト

期間 平成１３年度 ～ 平

（

成３５年度

実施方法 □

様

直営　■委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

□その他

）

会計名 担当部 水

Ｂ
　
事
　

資

業
　
実
　
績

２５年度実

源

績 ２６年度実績 ２７年

部

度実績 ２８年度計画

・

一

河川改修工事 ・詳細設

般

計 ・河川改修工事 ・河

会

川改修工事
　・工事延

計

長　40ｍ 　　現地測

準

量　　0.004㎢ 　

用

　工事延長　　　　 

河

54ｍ 　　工事延長　

川

　　　 74ｍ
　・護

草

岸工  　80ｍ 　　

野

路線測量　　 　80

川

ｍ 　　護岸工　　　　

改

　107ｍ 　　護岸工

修

　　　　　115ｍ
・

事

洪水調整基本計画修正

業

業務 　　地質調査　　

担

　1箇所 ・設計 　　橋

当

梁工　　　　　1箇所

課

　委託　1式　 　　護

雨

岸修正設計　 80ｍ

水

　　河川実施設計　　

対

120ｍ ・設計
　 　　

策

護岸実施設計　 80

課

ｍ 　　地質調査　　　

款

　4箇所 　　調整池実

項

施設計　1箇所
　　堰

目

実施設計　　1箇所 　

担

　調整池予備設計　2

当

箇所

・改修計画に基づ

係

き河川改修工事を延長

工

54ｍの区間で実施し

務

た。

成果
・今後の整備

係

予定である河川区間の

8

測量、調査及び実施設

3

計業務、並びに調整池



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　浸水被害解消

平

のため、早急に河川改

成

修を実施する必要が
・

２

法的業務
高い

ある。ま

８

た、現河川の一部が県

年

道名古屋岡崎線の整備

度

区域
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 となるた

平

め、この事業に合わせ

成

て改修する必要がある

２

。
・市民生活上必要で

７

ある　など

　洪水調整

年

基本計画の見直しを行

度

い、経済性を考慮した

評

改
・コストの節減、費

価

用対効果
普通

修に努め

）

ている。
効率性 ・執行

刈

体制の効率性
・手段の

谷

最適性　など

　準用河

市

川草野川の管理者は市

事

であることから、市で

務

実施
・市が主体となっ

事

て実施する
高い

するこ

業

とが妥当である。
妥当

評

性 　べき事業であるか

価

・総合計画との整合性

シ

　など

　浸水被害の解

ー

消を図ることにより、

ト

市民の安心安全に貢

施

（

策への ・施策への貢献

様

度
高い

献している。
・

式

目標達成度
貢献度 ・市

２

民サービスへの効果　

）

など

今後の方向性 □拡

会

充　■現状維持　□改

計

善・効率化　□縮小　

名

□終期設定　□休止・

担

廃止

　草野池の農業用

当

利水関係者や、今後、

部

工事区間が重複する県

水

道名古屋岡崎線の事業

資

主体の県と調整を図り

源

ながら、
改修計画に基

部

づき事業の進捗を図る

一

。

般会計

Ｃ
 
　
Ｈ

準

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

用

　
∧
　
評
　
価
　
∨

河川草野川改修事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



負費 220,633,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 補償、補填及び賠
償金 2,556,855 円

一般財源 3,000 84,871 223,190 0

職員人件費　② 701 2,886 2,037 0

総事業費（①＋②） 3,701 87,757 225,227 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 河川の改

成

修

目
　
　
　
的

　一里山

２

町砂山地内より吹戸池

７

まで雨水管を

主
た
る
内

年

容

○吹戸池排水路新設

度

埋設することにより、

評

市道1-337号線で

価

発生し ○ボックスカル

）

バート工　1ｍ×1ｍ

刈

ている道路冠水の解消

谷

を図る。 ○工事延長　

市

769ｍ

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令

対象者 市

務

民 事業期間 平成２５年

事

度 ～ 平成２７年度

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度実績 ２８年度

担

計画

・管渠詳細設計 ・

当

管渠詳細設計 ・排水路

部

新設工事 　
　　（Ｈ2

水

5繰越分） 　　工事延

資

長　291ｍ 　
・排水

源

路新設工事　 　　　（

部

Ｈ26繰越分） 　
　　

一

工事発注延長　479

般

ｍ 　　工事延長　29

会

0ｍ 　
　　（うち完了

計

延長　188ｍ）　　

吹

　（Ｈ27発注分） 　

戸

　　―――――――

・

池

計画区間の工事が全て

排

完了したことで排水機

水

能が向上した。

成果

課

路

題

指標名称（単位）
実

整

績値 目標値

２５年度 ２

備

６年度 ２７年度 ２８年

事

度 ３０年度

活動 排水路

業

整備率（％） ― 24.

担

4 100.0 ― ―
指標

当

指標

他市との
比較検証

課 雨水対策課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

担

　
ト

単位：千円
２５年

当

度 ２６年度 ２７年度 ２

係

８年度 ２７年度

（決算

工

） （決算） （決算） （

務

予算） 事業費内訳

事業

係

費　① 3,000 84

8

,871 223,19

3

0 0 合計 223,19

2

0,055 円
工事請



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　一里山町砂山地

平

内は、豪雨時に道路が

成

冠水し通行に支障
・法

２

的業務
高い

をきたして

８

おり、特に地元企業の

年

正門前で企業活動に支

度

障
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 をきたす場

平

所であるため対策が必

成

要である。
・市民生活

２

上必要である　など

　

７

現場付近には雨水貯留

年

施設を整備するための

度

公共用地が
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

ないため、速やかに雨

）

水を排除するために最

刈

適な工法を採
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 用し

市

た。
・手段の最適性　

事

など

　市が管理してい

務

る道路の排水対策であ

事

るため、市が実施
・市

業

が主体となって実施す

評

る
高い

することは妥当

価

である。
妥当性 　べき

シ

事業であるか
・総合計

ー

画との整合性　など

　

ト

道路の冠水被害を解消

（

することにより、道路

様

利用者の安

施策への ・

式

施策への貢献度
高い

全

２

に貢献している。
・目

）

標達成度
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 □拡充

名

　□現状維持　□改善

担

・効率化　□縮小　□

当

終期設定　■休止・廃

部

止

水資源

Ｃ
 
　
Ｈ

部

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

一

　
∧
　
評
　
価
　
∨

般会計
吹戸池排水路整備事業

担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 23,342 40,658 合計 23,342,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 23,342,000 円

一般財源 0 0 23,342 40,658

職員人件費　② 0 0 1,254 0

総事業費（①＋②） 0 0 24,596 40,658

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 河川・池沼
施策

平

体系
施策の内容 治水・

成

雨水対策

目
　
　
　
的

　

２

老朽化が進んでいる熊

７

排水機場の排水樋管

主

年

た
る
内
容

○工事延長　

度

145ｍ
が位置する二

評

級河川逢妻川は、県に

価

より改修 ○樋門工　1

）

基
工事が進められてお

刈

り、この事業と調整を

谷

図 ○排水樋管工　Ｂ1

市

800×Ｈ1300　

事

114ｍ
りつつ排水樋

務

管を改修し排水機場の

事

機能を改 ○吐水槽工　

業

1基
善する。 ○既設樋

評

管撤去工

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市雨水総合対

シ

策整備計画・境川猿渡

ー

川流域水害対策計画

根

ト

拠法令 河川法・特定都

（

市河川浸水被害対策法

様

対象者 市民 事業期間 平

式

成２０年度 ～ 平成２９

１

年度

実施方法 □直営　

）

□委託　□指定管理　

会

□補助・助成　■その

計

他

名 担当部 水資源部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

２５年度実績 ２６

般

年度実績 ２７年度実績

会

２８年度計画

　 　 ・樋

計

管改修工事 （Ｈ27繰

熊

越分）
　 　 　　（県発

排

注、負担金） ・樋管改

水

修工事
　 　 　　樋門工

機

　　（県発注、負担金

場

）
　 　 　　排水樋管工

樋

　16ｍ 　　樋門工
　

管

　　――――――― 　

改

　　――――――― 　

修

　護岸工 　　排水樋管

事

工　16ｍ
　　既設樋

業

管撤去工 　　護岸工
　

担

　既設樋管撤去工

県と

当

覚書及び協定書を締結

課

後、県が河川改修工事

雨

と樋管改修工事の合併

水

工事発注し工事が進捗

対

した。

成果
　

課題

指標

策

名称（単位）
実績値 目

課

標値

２５年度 ２６年度

款

２７年度 ２８年度 ３０

項

年度

活動 改修率（％）

目

― ― ― 24.8 100

担

.0
指標

指標

他市との

当

比較検証

係 工務係

6 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　老朽化した排

平

水樋管がある二級河川

成

逢妻川は、県により
・

２

法的業務
高い

別の工事

８

が行われているため、

年

県の工事と合わせて樋

度

管の
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 改修工事

平

を行う必要がある。
・

成

市民生活上必要である

２

　など

　県の河川改修

７

工事と合併した工事施

年

工により、仮設工の
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
高い

共用化が図ら

価

れ、工事費を低減する

）

することができた。
効

刈

率性 ・執行体制の効率

谷

性
・手段の最適性　な

市

ど

　熊排水機場の管理

事

者は刈谷市であること

務

から、刈谷市で
・市が

事

主体となって実施する

業

高い
実施することが妥

評

当である。
妥当性 　べ

価

き事業であるか
・総合

シ

計画との整合性　など

ー

　排水機場の機能を改

ト

善することにより、治

（

水安全度が向

施策への

様

・施策への貢献度
高い

式

上し、市民の安全に貢

２

献している。
・目標達

）

成度
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　□

名

現状維持　□改善・効

担

率化　□縮小　■終期

当

設定　□休止・廃止

平

部

成29年度に残工事を

水

市発注工事により施工

資

することで事業完了予

源

定である。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

計

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

熊

　
∨

排水機場樋管改修事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

6 1 5



同等の経過年数15年を目処に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 135,018 97,144 96,120 100,000 合計 96,120,000 円
工事請負費 96,120,000 円

財
　
源

特定財源 49,807 52,786 45,366 48,433

一般財源 85,211 44,358 50,754 51,567

職員人件費　② 1,403 2,534 2,820 2,281

総事業費（①＋②） 136,421 99,678 98,940 102,281

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 市町村振興協会基金交付金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 河川・池沼
施策体

平

系
施策の内容 治水・雨

成

水対策

目
　
　
　
的

　排

２

水機場の機械設備等を

７

改修し、安定した

主
た

年

る
内
容

　排水機場の機

度

器の更新やポンプの分

評

解整備
排水能力を保持

価

することにより、浸水

）

被害を 等を行う。
防ぎ

刈

、市民の生命・財産を

谷

守る。

位
置
づ
け

関連計

市

画  

根拠法令  

対象者

事

市民 事業期間 ～

実施方

務

法 □直営　■委託　□

事

指定管理　□補助・助

業

成　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　

１

事
　
業
　
実
　
績

２５年

）

度実績 ２６年度実績 ２

会

７年度実績 ２８年度計

計

画

・浜田第1排水機場

名

・北浦排水機場 ・北浦

担

排水機場 ・北浦排水機

当

場
　　6号ポンプ分解

部

整備　 1基　　ポン

水

プ操作盤等更新 　　自

資

家発電機更新 　　2号

源

エンジン更新
　　1号

部

除塵機分解整備　 1

一

機・弁天第2排水機場

般

・浜田第1排水機場 ・

会

浜田第1排水機場
・北

計

浦排水機場･高松排水

排

機場　　3号ポンプ分

水

解整備　 　　電源切

機

替盤等更新 　　5号エ

場

ンジン分解整備
　　水

改

中ポンプ分解整備　
　

修

　　　　　　　　　　

事

各1基
・湯揚排水機･

業

小垣江排水機場
　　水

担

中ポンプ取替え　各1

当

基

・北浦、浜田第1排

課

水機場の自家発電機等

雨

を更新したことにより

水

、非常時においても万

対

全の状態で各設備が機

策

能できるよ

成果
うにな

課

った。

・整備計画に沿

款

って執行できているが

項

、今後も計画的かつ効

目

率的にポンプ等の分解

担

整備を実施していく必

当

要がある。

課題

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

施

値

２５年度 ２６年度 ２

設

７年度 ２８年度 ３０年

管

度

活動 改修ポンプ数（

理

基） 5 1 ― ― 2
指標
活

係

動 改修排水機場数（箇

8

所） 5 2 2 2 2
指標

「

3

排水機場維持管理計画

2

」に基づき、近隣市と



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本市の河川沿線

平

は雨水の自然排水が困

成

難な地域(低地)が
・

２

法的業務
高い

多いため

８

、雨水排水を目的とし

年

た排水機場が不可欠で

度

ある
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 。そのた

平

め、排水機場は常に万

成

全な状態に整備してお

２

く必
・市民生活上必要

７

である　など 要がある

年

。

　排水機場の新設・

度

更新には、用地の確保

評

も含め相当の時
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
間と費用がかかる

刈

。必要最小限の改修に

谷

より機能を確保す
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

ることで、コストの縮

務

減に努めている。
・手

事

段の最適性　など

　排

業

水機場という施設の特

評

殊性を考えると、市が

価

主体とな
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

っ

ー

て実施するべきである

ト

。
妥当性 　べき事業で

（

あるか 　総合計画に、

様

既成市街地の浸水被害

式

を防ぐため、排水機
・

２

総合計画との整合性　

）

など 能の向上を図るこ

会

とが目的として掲げら

計

れている。

　総合計画

名

との整合性から、市民

担

の生命・財産を浸水被

当

害

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

から守るべ

水

く排水機能向上に寄与

資

する事業である。
・目

源

標達成度
貢献度 ・市民

部

サービスへの効果　な

一

ど

今後の方向性 □拡充

般

　■現状維持　□改善

会

・効率化　□縮小　□

計

終期設定　□休止・廃

排

止

・短期的には、ポン

水

プ等の機器及び施設の

機

耐用年数は経過してお

場

らず、ポンプ等の分解

改

整備による改修で機能

修

の確保
を図ることがで

事

きるが、中長期的には

業

、耐用年数を経過した

担

ポンプ等機器の取替及

当

び施設の更新を図る必

課

要がある。

雨水対策

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

課

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

款

　
∨

項 目 担当係 施設管理係

8 3 2



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,732 50,336 10,179 11,000 合計 10,178,600 円
需用費 199,400 円

財
　
源

特定財源 0 7,000 0 0 委託料 9,979,200 円

一般財源 7,732 43,336 10,179 11,000

職員人件費　② 2,805 10,207 10,185 5,323

総事業費（①＋②） 10,537 60,543 20,364 16,323

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 都市環境

基本施策

（

河川・池沼
施策体系

施

平

策の内容 治水・雨水対

成

策

目
　
　
　
的

　雨水貯

２

留浸透施設の整備を促

７

進し、浸水被

主
た
る
内

年

容

　雨水対策マスター

度

プランに基づく雨水貯

評

留
害の解消と河川への

価

雨水流出量の軽減を図

）

る｡ 浸透施設（調整池

刈

など）の整備を行う。

谷

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

市

市雨水総合対策整備計

事

画、境川・猿渡川流域

務

水害対策計画

根拠法令

事

河川法、特定都市河川

業

浸水被害対策法 

対象

評

者 市民 事業期間 平成１

価

５年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２５年度実績

当

２６年度実績 ２７年度

部

実績 ２８年度計画

・雨

水

水貯留事業（防災ダム

資

事 ・水害対策マスター

源

プラン策 ・雨水対策マ

部

スタープラン策 ・水田

一

貯留施設調査設計
　業

般

）負担金 　定（基本計

会

画） 　定（整備計画）

計

・水田貯留施設設置工

雨

事
・子竿調整池詳細設

水

計
　　調整池修正設計

貯

　　仮設構造物設計
　

留

　4級基準点測量　 

浸

1点他
・子竿調整池築

透

造工事
　　地下貯留施

事

設工　1箇所
　　集水

業

桝工　　　　4箇所

・

担

刈谷市雨水対策マスタ

当

ープランを策定するこ

課

とができた。

成果

・刈

雨

谷市雨水対策マスター

水

プランと関連計画の不

対

整合箇所について、詳

策

細検討を行うこと。

課

課

題

指標名称（単位）
実

款

績値 目標値

２５年度 ２

項

６年度 ２７年度 ２８年

目

度 ３０年度

活動 総合治

担

水対策量の達成度（％

当

） 35.9 35.9 3

係

8.1 39.0 40.

計

0
指標

 
指標

他市との

画

比較検証

係

8 3 2



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市域は境川及び逢妻

平

川流域内に位置してお

成

り、特定都市
・法的業

２

務
高い

河川浸水被害対

８

策法に定められた流域

年

水害対策計画に基づ
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

（

会需要 く市事業であり

平

、市民生活の安全性が

成

高まるため、必要性
・

２

市民生活上必要である

７

　など が高い事業であ

年

る。

　既存の水田や池

度

等を活用し雨水の貯留

評

をするため、効果
・コ

価

ストの節減、費用対効

）

果
普通

的に進めること

刈

ができる。
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 　また

市

、他施策は関係者との

事

協議を行いながら最適

務

な手段
・手段の最適性

事

　など で推進を図る必

業

要がある。

　流域の最

評

下流に位置する刈谷市

価

の地形特性から、市が

シ

積
・市が主体となって

ー

実施する
高い

極的に事

ト

業を推進することで、

（

市民の安全と財産を守

様

るこ
妥当性 　べき事業

式

であるか とのできる事

２

業であるため、妥当性

）

の高い事業である。
・

会

総合計画との整合性　

計

など

　近年、局地的な

名

集中豪雨が頻発してお

担

り、各種対策を進

施策

当

への ・施策への貢献度

部

高い
めることにより、

水

床上浸水などの水害の

資

危険性が少なくな
・目

源

標達成度 り、市民生活

部

の安心安全を高めるこ

一

とができる。
貢献度 ・

般

市民サービスへの効果

会

　など

今後の方向性 ■

計

拡充　□現状維持　□

雨

改善・効率化　□縮小

水

　□終期設定　□休止

貯

・廃止

・「刈谷市雨水

留

対策マスタープラン」

浸

を策定し、計画に基づ

透

き各種水害対策の効果

事

的かつ効率的な事業推

業

進、管理体
制を構築す

担

る必要がある。

当課 雨水

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

対

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

策

　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 計画係

8 3 2



5

るが、今後も計画的かつ効率的にポンプ等の分解整備を実施していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 改修ポンプ数（基） 1 2 1 ― ―
指標
活動 改修排水機場数（箇所） ― 4 4 3 2
指標

・近隣市と同等の経過年数15年を目処に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,200 38,709 29,057 33,202 合計 29,056,800 円
委託料 810,000 円

財
　
源

特定財源 0 20,250 10,800 15,300 工事請負費 23,500,800 円
負担金、補助及び

一般財源 4,200 18,459 18,257 17,902 交付金 4,746,000 円

職員人件費　② 1,403 3,942 3,996 3,042

総事業費（①＋②） 5,603 42,651 33,053 36,244

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 土地改良施設維持管理適正化
事業費交付金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 農業
施策体系

施

平

策の内容 生産基盤の強

成

化

目
　
　
　
的

　農業用

２

排水機場を改修し、そ

７

の機能保持と

主
た
る
内

年

容

　土地改良施設維持

度

管理適正化事業の助成

評

制
性能の向上及び耐用

価

年数を確保することに

）

よ 度を活用して、農業

刈

用排水機場の実施設計

谷

及
り、浸水被害の解消

市

を図る。 び排水ポンプ

事

などの主要部品分解整

務

備や改修
を行う。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

業

対象者 市民 事業期間 ～

評

実施方法 □直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２５年度実績 ２６年度

担

実績 ２７年度実績 ２８

当

年度計画

・高須排水機

部

場 ・高須排水機場 ・前

水

新田（旧）排水機場 ・

資

馬瀬口・九郎兵衛・弁

源

天排
　1号ポンプ分解

部

整備　1基 　2号ポン

一

プ分解整備　1基 　水

般

中ポンプ更新　1基 　

会

水機場の実施設計
・今

計

川・泉田・前新田（新

農

） ・井ケ谷・泉田・弁

業

天排水機 ・馬瀬口排水

用

機場の制御盤、
　排水

施

機場実施設計 　場の実

設

施設計 　九郎兵衛排水

整

機場の操作盤
・今川排

備

水機場の排水ポンプ ・

事

井ケ谷・泉田排水機場

業

の除 　弁天排水機場の

担

水位計など
　の分解整

当

備、泉田・前新田 　塵

課

機補修、弁天排水機場

雨

の 　の改修工事
（新）

水

排水機場の鉛蓄電池交

対

　鉛蓄電池交換などの

策

改修工 ・適正化事業拠

課

出金（負担　
　換など

款

の改修工事 　事 　金）

項

・適正化事業拠出金（

目

負担　 ・適正化事業拠

担

出金（負担　
　金） 　

当

金）
・前新田（旧）、

係

井ケ谷、泉田、弁天排

施

水機場のポンプ設備更

設

新等を実施したことに

管

より、非常時において

理

も万全の状態

成果
で各

係

設備が機能できるよう

6

になった。

・整備計画

1

に沿って執行できてい



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　老朽化した設

平

備を更新することによ

成

り、浸水被害を軽減
・

２

法的業務
高い

させるこ

８

とができるため、市民

年

生活の安全性が高まる

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

平

上必要である　など

　

成

排水機場の新設・更新

２

には、用地の確保を含

７

め相当の時
・コストの

年

節減、費用対効果
普通

度

間と費用がかかる。必

評

要最小限の改修により

価

機能を確保す
効率性 ・

）

執行体制の効率性 るこ

刈

とで、コストの縮減に

谷

努めている。
・手段の

市

最適性　など

　排水機

事

場という施設の特殊性

務

を考えると、主体とな

事

って
・市が主体となっ

業

て実施する
高い

実施す

評

べきである。
妥当性 　

価

べき事業であるか
・総

シ

合計画との整合性　な

ー

ど

　浸水被害防止のた

ト

め、必要な事業であり

（

、農業生産性の

施策へ

様

の ・施策への貢献度
高

式

い
安定に寄与すること

２

ができる。
・目標達成

）

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

名

状維持　□改善・効率

担

化　□縮小　□終期設

当

定　□休止・廃止

・短

部

期的には、ポンプ等の

水

機器及び施設の耐用年

資

数は経過しておらず、

源

ポンプ等の分解整備に

部

よる改修で機能の確保

一

を図ることができるが

般

、中長期的には、耐用

会

年数を経過したポンプ

計

等機器の取替及び施設

農

の更新を図る必要があ

業

る。

用施設

Ｃ
 
　

整

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

備

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 施設管理係

6 1 5



施

２７年度特定財源名称

設

２７年度までの累積事

管

業費 0

２９年度以降の

理

事業費見込 0

係

6 1 5

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業振興

基本施策

平

農業
施策体系

施策の内

成

容 生産基盤の強化

目
　

２

　
　
的

  農業用排水

７

機場等の改修を行い、

年

恒久的な

主
た
る
内
容

 

度

 排水機場（前新田)

評

の建替えを行う。
たん

価

水防除対策を図る。

位

）

置
づ
け

関連計画

根拠法

刈

令 土地改良事業法

対象

谷

者 市民 事業期間 平成２

市

７年度 ～ 平成３４年度

事

実施方法 □直営　■委

務

託　□指定管理　□補

事

助・助成　■その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

１

２５年度実績 ２６年度

）

実績 ２７年度実績 ２８

会

年度計画

　 　 前新田地

計

区法手続業務委託 前新

名

田地区たん水防除事業

担

負
　 　 担金
　 　
　 　
　

当

　　――――――― 　

部

　　―――――――

地

水

元と協議調整を行い、

資

前新田地区の法手続き

源

を実施し、県営事業の

部

事業進捗が図れた。

成

一

果

課題

指標名称（単位

般

）
実績値 目標値

２５年

会

度 ２６年度 ２７年度 ２

計

８年度 ３０年度

活動 排

県

水機場更新に伴う事業

営

進捗率（％） ― 0.3

た

7.5 30.4
指標

指

ん

標

他市との
比較検証

水防除事業（前新田

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

地

ト

単位：千円
２５年度

区

２６年度 ２７年度 ２８

）

年度 ２７年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

課

　① 0 0 486 10,

雨

500 合計 486,0

水

00 円
委託料 486

対

,000 円

財
　
源

特

策

定財源 0 0 0 0

一般財

課

源 0 0 486 10,5

款

00

職員人件費　② 0

項

0 1,254 1,14

目

1

総事業費（①＋②）

担

0 0 1,740 11,

当

641

建
設
事
業

全体事

係

業費（単位：千円） 0



設管理係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　老朽化した施設を更

成

新することにより、浸

２

水被害を軽減
・法的業

８

務
高い

させることがで

年

きるため、市民生活の

度

安全性が高まる事業
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 である。
・市民

成

生活上必要である　な

２

ど

　補助制度を活用し

７

、市の負担軽減を図り

年

、事業進捗や経
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

高い
済性が高く効率的

価

な事業である。
効率性

）

・執行体制の効率性
・

刈

手段の最適性　など

　

谷

県営事業であるが、土

市

地改良事業であること

事

から、合意
・市が主体

務

となって実施する
高い

事

のもと進める必要があ

業

り、市が主体となって

評

調整を行い、
妥当性 　

価

べき事業であるか 事業

シ

の進捗を図る必要があ

ー

る。
・総合計画との整

ト

合性　など

　早期に整

（

備を行うことにより、

様

市民サービスの向上に

式

大

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

きく貢献で

）

きる。
・目標達成度

貢

会

献度 ・市民サービスへ

計

の効果　など

今後の方

名

向性 □拡充　■現状維

担

持　□改善・効率化　

当

□縮小　□終期設定　

部

□休止・廃止

・事業効

水

果を高めるため、早期

資

完了に向け関係機関と

源

協議を行う必要がある

部

。

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ

計

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

県

　
∧
　
評
　
価
　
∨

営たん水防除事業（前新田地区）
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 施



1

場）の浚渫工事を計画的に実施したことや、地区からの苦情、要望箇所について

成果
迅速に補修工事を実施したことにより、本来の排水機能が回復した。

・浚渫について計画的に執行しているが、本来なら施行すべき区間、箇所、回数を充分に履行できない状況も発生してき

ている。また、施設の老朽化に伴い補修費が増加する可能性がある。
課題

・河川パトロールによる施設の点検結果に基づいた補修工事を計画的に施工する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 32,313 44,323 42,601 63,500 合計 42,600,600 円
需用費 8,473,680 円

財
　
源

特定財源 6,890 4,837 4,884 4,789 工事請負費 34,126,920 円

一般財源 25,423 39,486 37,717 58,711

職員人件費　② 7,013 4,998 5,562 7,605

総事業費（①＋②） 39,326 49,321 48,163 71,105

建
設
事
業

全体

Ｄ

事業費（単位：千円）

　

0 ２７年度特定財源名

　

称

２７年度までの累積

　

事業費 0 河川占用料

２

Ｏ

９年度以降の事業費見

　

込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 河川・池沼
施策

平

体系
施策の内容 河川の

成

改修

目
　
　
　
的

　排水

２

機場と排水路の排水能

７

力の保持及び衛

主
た
る

年

内
容

　準用河川や排水

度

路、排水機場の浚渫と

評

、準
生面の向上を図り

価

、浸水被害の防止や、

）

市民 用河川や排水路の

刈

緊急修繕、排水機場や

谷

樋門
生活の安全性を確

市

保する。 などの補修工

事

事を行う。
 

位
置
づ
け

務

関連計画  

根拠法令  

事

対象者 市民 事業期間 ～

業

実施方法 □直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２５年度実績 ２６年度

名

実績 ２７年度実績 ２８

担

年度計画

・準用河川小

当

山川ほか4河川の・準

部

用河川薬師川ほか2河

水

川の・準用河川八角川

資

ほか3河川の・準用河

源

川の浚渫工事
　浚渫工

部

事、準用河川法信川 　

一

浚渫工事、準用河川小

般

山川 　浚渫工事 ・準用

会

河川の補修工事
　ほか

計

1河川の補修工事 　ほ

河

か2河川の補修工事 ・

川

竜ケ根排水路ほか9排

施

水路の・排水路の浚渫

設

工事
・丸田排水路ほか

等

11排水路の ・御堂添

補

排水路ほか10排水路

修

　浚渫工事、昭山地内

事

排水路 ・排水路の補修

業

工事
　浚渫工事、丸田

担

町地内排水 　の浚渫工

当

事、草野1号排水路　

課

ほか9排水路等の補修

雨

工事 ・排水機場の浚渫

水

工事
　路ほか8排水路

対

の補修工事 　ほか4排

策

水路の補修工事 ・北浦

課

排水機場ほか1排水機

款

場・排水機場の修繕
・

項

高松排水機場ほか1排

目

水機場・小垣江排水機

担

場ほか2排水機　の浚

当

渫工事、天王排水機場

係

　の浚渫工事、天王排

施

水機場 　場の浚渫工事

設

、新馬瀬口排 　ほか2

管

排水機場の修繕
　ほか

理

5排水機場の修繕 　水

係

機場ほか7排水機場の

8

修繕

・河川施設（準用

3

河川、排水路、排水機



係

度 ２７年度 ２８年度 ３

8

０年度

活動 雨水貯留浸

3

透施設の年間設置数（

2

件） 30 22 11 30 35
指標

 
指標

・雨水貯留浸透施設の補助金額は、補助率と上限額を比較して、低い額を支給している。
他市との 市　名　　　　　　　　　　　　安城市　　　知立市　　　高浜市　　　刈谷市
比較検証 補助率（設置費用を対照）　　　1／2　　　　2／3　　　　1／2　　　　2／3

補助額（200Lタンク）　　　　　25,000円　　25,000円　　22,000円　　25,000円　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 672 497 444 1,250 合計 444,400 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 164 85 312 交付金 444,400 円

一般財源 672 333 359 938

職員人件費　② 1,403 4,576 4,309 3,802

総事業費（①＋②） 2,075 5,073 4,753 5,052

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 河川・池

平

沼
施策体系

施策の内容

成

治水・雨水対策

目
　
　

２

　
的

 雨水貯留浸透施

７

設の設置者に対し、補

年

助金を

主
た
る
内
容

○定

度

められた額と設置費用

評

の2/3のいずれか低

価

交付することにより、

）

設置件数の増加を図る

刈

　い額を補助する。な

谷

お、補助金の上限は、

市

。 　一団の土地につき

事

20万円まで。
○補助

務

対象施設は下記のとお

事

り。
　雨水貯留施設（

業

2基まで）
　雨水浸透

評

ます
　雨水浸透管
　雨

価

水浸透側溝
　透水性舗

シ

装

位
置
づ
け

関連計画 刈

ー

谷市雨水総合対策整備

ト

計画

根拠法令 刈谷市雨

（

水貯留浸透施設設置事

様

業補助金交付要綱

対象

式

者 市民、事業者 事業期

１

間 平成１６年度 ～

実施

）

方法 □直営　□委託　

会

□指定管理　■補助・

計

助成　□その他

名 担当部 水資源部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

般

年度実績 ２６年度実績

会

２７年度実績 ２８年度

計

計画

・設置件数　30

雨

件 ・設置件数　22件

水

・設置件数　11件 ・

貯

設置件数　30件
　（

留

雨水貯留施設28件、

浸

雨水 　（雨水貯留施設

透

18件、雨水 　（雨水

施

貯留施設9件、透水性

設

　浸透ます2件） 　浸

設

　透ます2件、透水性

置

舗装　舗装　2件）
・

補

補助金額　671,6

助

00円 　2件） ・補助

事

金額　444,400

業

円
・補助金額　496

担

,900円

・平成27

当

年度新たに11件の雨

課

水貯留施設が設置され

雨

たことにより、一定の

水

雨水流出抑制効果が得

対

られた。

成果

・ホーム

策

ページ、市民だより、

課

出前講座等でＰＲを行

款

っているが、設置件数

項

は減少傾向にある。雨

目

水貯留施設の効果につ

担

いて、よりよい啓発活

当

動等の検討を行ってい

係

く必要がある。
課題

指

業

標名称（単位）
実績値

務

目標値

２５年度 ２６年



1

等を実施したことで、施設及び機械設備の円滑な維持管理が図れた。

成果

・除草委託については、住民等の要望に応じられない状況が増加している。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 60,078 65,639 65,718 79,751 合計 65,717,668 円
報償費 974,856 円

財
　
源

特定財源 3,916 3,852 3,567 3,489 需用費 11,283,964 円
役務費 19,592,116 円

一般財源 56,162 61,787 62,151 76,262 委託料 33,857,660 円
使用料及び賃借料 9,072 円

職員人件費　② 8,416 6,758 5,954 4,943

総事業費（①＋②） 68,494 72,397 71,672 84,694

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
市町村権限委譲交付金

２９年度以降の事業費見込 0 排水機場維持管理受託収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

（

本施策 河川・池沼
施策

平

体系
施策の内容 治水・

成

雨水対策

目
　
　
　
的

　

２

浸水被害を防止するた

７

め、排水機場などの

主

年

た
る
内
容

　排水機場な

度

どの河川施設を常に安

評

全かつ適
河川施設の適

価

正な維持管理を図り、

）

市民生活 正に稼動・運

刈

用できるように保守管

谷

理業務な
の向上及び安

市

定を図る。 どを行う。

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

務

拠法令  

対象者 市民 事

事

業期間 ～

実施方法 ■直

業

営　■委託　□指定管

評

理　□補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２５年度実績

計

２６年度実績 ２７年度

名

実績 ２８年度計画

・河

担

川愛護活動への報奨費

当

・河川愛護活動への報

部

奨費 ・河川愛護活動へ

水

の報奨費 ・河川愛護活

資

動への報奨費
・排水ポ

源

ンプ、自家発電機、 ・

部

排水ポンプ、自家発電

一

機、 ・排水ポンプ、自

般

家発電機、 ・排水ポン

会

プ、自家発電機、
　ク

計

レーン等の保守管理業

河

務 　クレーン等の保守

川

管理業務 　クレーン等

施

の保守管理業務 　クレ

設

ーン等の保守管理業務

等

・排水機場・樋門・汲

管

み上げ ・排水機場・樋

理

門・汲み上げ ・排水機

事

場、樋門・汲み上げ ・

業

排水機場、樋門・汲み

担

上げ
　ポンプ・除塵機

当

の点検業務 　ポンプ、

課

除塵機の点検業務 　ポ

雨

ンプ・除塵機の点検業

水

務 　ポンプ・除塵機の

対

点検業務
　河川施設の

策

運転保守管理 ・河川施

課

設の運転保守管理、 ・

款

河川施設の運転保守管

項

理、 ・河川施設の運転

目

保守管理、
・清掃、電

担

気保安業務委託 　清掃

当

・電気保安業務委託 　

係

清掃、電気保安業務委

施

託 　清掃、電気保安業

設

務委託
・排水ポンプ車

管

の運用委託 ・排水ポン

理

プ車の運用委託 ・排水

係

ポンプ車の運用委託 ・

8

排水ポンプ車の運用委

3

託

・計画的に保守点検



業務係

8 3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 668 3,431 3,768 合計 3,430,620 円
需用費 223,020 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 3,207,600 円

一般財源 0 668 3,431 3,768

職員人件費　② 0 3,168 3,917 3,422

総事業費（①＋②） 0 3,836 7,348 7,190

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市環境

基本施策 河川

平

・池沼
施策体系

施策の

成

内容 治水・雨水対策

目

２

　
　
　
的

総合治水の啓

７

発活動を行い、市民・

年

事業者の

主
た
る
内
容

○

度

啓発用雨水貯留タンク

評

を公共施設へ設置
治水

価

事業に対する意識向上

）

を図る。 〇イベント開

刈

催時にＰＲ用ブースを

谷

開設

位
置
づ
け

関連計画

市

刈谷市雨水総合対策整

事

備計画

根拠法令 特定都

務

市河川浸水被害対策法

事

対象者 市民 事業期間 平

業

成２６年度 ～

実施方法

評

■直営　□委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

２５年度

名

実績 ２６年度実績 ２７

担

年度実績 ２８年度計画

当

　 ・市民センター4箇

部

所に雨水貯・市内小中

水

学校21箇所に雨水 ・

資

市内公立幼稚園、保育

源

園24
　 　留タンク4

部

基設置 　貯留タンク2

一

1基設置。 　箇所に雨

般

水貯留タンク24基
　

会

・刈谷わんさかまつり

計

におい 　設置予定。
　

境

　て総合治水について

川

ＰＲを ・刈谷わんさか

・

まつりにおい
　　　―

猿

―――――― 　実施 　

渡

て総合治水についてＰ

川

Ｒを
　実施

・市民が多

流

く集まる刈谷市わんさ

域

かまつりにおいて、総

総

合治水についてのＰＲ

合

を行なった。

成果
・市

治

民が直接、雨水貯留施

水

設を目にすることがで

Ｐ

きるよう、市内の小中

Ｒ

学校21校に雨水貯留

事

タンクを設置し、ＰＲ

業

するこ

　とができた。

担

・雨水貯留タンクにつ

当

いて、市内の小・中・

課

幼稚園等への設置を進

雨

めてきたが、今後、ど

水

のような場所に設置す

対

ればＰＲ

　効果が得ら

策

れるのか検討する必要

課

がある。
課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

２５年度 ２６年度 ２７

目

年度 ２８年度 ３０年度

担

活動 設置箇所（件） ―

当

4 21 24 0
指標

指標

係

他市との
比較検証



1

たことで、施設及び機

5

械設備の円滑な維持管理が図れた。

成果

・除草委託については、住民等の要望に応じられない状況が増加している。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30,250 33,407 33,400 36,168 合計 33,399,826 円
需用費 13,815,056 円

財
　
源

特定財源 11,320 11,919 12,392 12,766 役務費 9,278,050 円
委託料 10,306,720 円

一般財源 18,930 21,488 21,008 23,402

職員人件費　② 8,416 6,758 6,346 4,943

総事業費（①＋②） 38,666 40,165 39,746 41,111

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
農業用排水機維持管理費補助

２９年度以降の事業費見込 0 金
下水道賠償保険金収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 農業
施策体系

平

施策の内容 生産基盤の

成

強化

目
　
　
　
的

　湛水

２

被害を防止するため、

７

農業用排水機場

主
た
る

年

内
容

　農業用排水機場

度

などの施設を常に安全

評

かつ
などの施設の維持

価

管理を図り、農業生産

）

性の 適正に稼動・運用

刈

できるように保守管理

谷

業務
向上及び安定を図

市

る。 などを行う。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

務

令  

対象者 市民 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

業

■委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２５年度実績 ２６

計

年度実績 ２７年度実績

名

２８年度計画

・排水機

担

場用消耗品の購入 ・排

当

水機場用消耗品の購入

部

・排水機場用消耗品の

水

購入 ・排水機場用消耗

資

品の購入
・排水ポンプ

源

と自家発電機の ・排水

部

ポンプと自家発電機の

一

・排水ポンプと自家発

般

電機の ・排水ポンプと

会

自家発電機の
　燃料費

計

　燃料費 　燃料費 　燃

農

料費
・排水機場の電気

業

、水道、電 ・排水機場

用

の電気、水道、電 ・排

施

水機場の電気、水道、

設

電 ・排水機場の電気、

等

水道、電
　話料 　話料

管

　話料 　話料
・施設修

理

繕料、火災保険料 ・施

事

設修繕料、火災保険料

業

・施設修繕料、火災保

担

険料 ・施設修繕料、火

当

災保険料
・排水機場の

課

点検、検査手数 ・排水

雨

機場の点検、検査手数

水

　排水機場の点検、検

対

査手数 　排水機場の点

策

検、検査手数
　料 　料

課

、運転保守管理、清掃

款

、 　料、運転保守管理

項

、清掃、 　料運転保守

目

管理、清掃、電
・運転

担

保守管理、清掃、電気

当

　電気保安業務委託料

係

　電気・保安業務委託

施

料 　気・保安業務委託

設

料
　保安業務委託料 ・

管

排水路除草委託料 ・排

理

水路除草委託料 ・排水

係

路除草委託料
・計画的

6

に保守点検等を実施し



1

した。

・浚渫について

5

計画的に執行しているが、本来なら施行すべき区間・箇所・回数を充分に履行できない状況も発生してき

ている。また、施設の老朽化に伴い補修費が増加する可能性がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,731 19,951 26,840 27,000 合計 26,840,160 円
需用費 7,581,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 19,258,560 円

一般財源 17,731 19,951 26,840 27,000

職員人件費　② 8,416 4,998 5,562 3,422

総事業費（①＋②） 26,147 24,949 32,402 30,422

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 農業
施策体系

平

施策の内容 生産基盤の

成

強化

目
　
　
　
的

　浸水

２

被害を防止するため、

７

農業用排水機場

主
た
る

年

内
容

　農業用排水機場

度

や農業用排水路の浚渫

評

と、
などの施設の適正

価

な維持管理を図り、市

）

民生 農業用排水機場の

刈

補修工事や農業用排水

谷

路の
活の向上及び安定

市

を図る。 緊急修繕を行

事

う。

位
置
づ
け

関連計画

務

 

根拠法令  

対象者 市

事

民 事業期間 ～

実施方法

業

□直営　■委託　□指

評

定管理　□補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２５年度

計

実績 ２６年度実績 ２７

名

年度実績 ２８年度計画

担

・農業用排水路の浚渫

当

工事 ・農業用排水路の

部

浚渫工事 ・農業用排水

水

路の浚渫工事 ・農業用

資

排水路の浚渫工事
　児

源

山地内排水路ほか5排

部

水路　永井田排水路ほ

一

か8排水路 　中前田排

般

水路ほか9排水路 ・農

会

業用排水機場の浚渫工

計

事
・農業用排水機場の

農

浚渫工事 ・農業用排水

業

機場の浚渫工事 ・農業

用

用排水機場の浚渫工事

施

・農業用排水路の補修

設

工事
　井ケ谷排水機場

等

　高須排水機場 　高須

補

排水機場 ・農業用排水

修

機場の修繕
・農業用排

事

水路の補修工事 ・農業

業

用排水路の補修工事 ・

担

農業用排水路の補修工

当

事
　城前地内排水路ほ

課

か2排水路　前田地内

雨

排水路 　中川排水路ほ

水

か2排水路
・農業用排

対

水機場の修繕 ・農業用

策

排水機場の修繕 ・農業

課

用排水機場の修繕
　小

款

山排水機場ほか7排水

項

機場　井ケ谷排水機場

目

ほか7排水機　今川排

担

水機場ほか7排水機場

当

　場

・農業用排水機場

係

及び農業用排水路の浚

施

渫を計画的に実施した

設

ことや、地区からの苦

管

情、要望箇所について

理

迅速に補修工

成果
事を

係

実施したことにより、

6

本来の排水機能が回復



1

1 4,323

建
設
事
業

4

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 防災
施策体系

平

施策の内容 防災体制の

成

充実

目
　
　
　
的

　降雨

２

量等を市のホームペー

７

ジで公開してい

主
た
る

年

内
容

○雨量計機器保守

度

管理
る雨量観測システ

評

ムの安定的な運用を図

価

る。 ○雨量観測システ

）

ム保守管理

位
置
づ
け

関

刈

連計画

根拠法令

対象者

谷

市民 事業期間 平成２５

市

年度 ～

実施方法 □直営

事

　■委託　□指定管理

務

　□補助・助成　□そ

事

の他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　

式

実
　
績

２５年度実績 ２

１

６年度実績 ２７年度実

）

績 ２８年度計画

　 ・雨

会

量計他機器保守管理委

計

託 ・雨量計他機器保守

名

管理委託 ・雨量計他機

担

器保守管理委託
　 ・雨

当

量観測システム保守管

部

理 ・雨量観測システム

水

保守管理 ・雨量観測シ

資

ステム保守管理
　 　委

源

託 　委託 　委託
　
　　

部

　―――――――

・ト

一

ラブルなく安定した管

般

理運用ができた。

成果

会

課題

指標名称（単位）

計

実績値 目標値

２５年度

雨

２６年度 ２７年度 ２８

量

年度 ３０年度

指標

指標

観

他市との
比較検証

測システム管理事

Ｃ

業

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
２５年度 ２

当

６年度 ２７年度 ２８年

課

度 ２７年度

（決算） （

雨

決算） （決算） （予算

水

） 事業費内訳

事業費　

対

① 0 2,123 2,9

策

39 3,106 合計 2

課

,938,788 円

款

委託料 2,093,0

項

40 円

財
　
源

特定財

目

源 0 0 0 0 使用料及び

担

賃借料 845,748

当

 円

一般財源 0 2,1

係

23 2,939 3,1

工

06

職員人件費　② 0

務

774 862 1,21

係

7

総事業費（①＋②）

9

0 2,897 3,80



2,520 円
公有財産購入費 68,417,660 円

職員人件費　② 0 0 1,254 0

総事業費（①＋②） 0 0 101,889 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 防災
施策体系

施策

平

の内容 災害に強いまち

成

づくり

目
　
　
　
的

　非

２

常時に対応する資機材

７

を保管する水防倉

主
た

年

る
内
容

　水防倉庫の建

度

替を行う。
庫を確保す

評

ることにより、災害の

価

防止と浸水
被害の解消

）

を図る。

位
置
づ
け

関連

刈

計画

根拠法令

対象者 市

谷

民 事業期間 平成２７年

市

度 ～

実施方法 □直営　

事

■委託　□指定管理　

務

□補助・助成　□その

事

他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実

式

　
績

２５年度実績 ２６

１

年度実績 ２７年度実績

）

２８年度計画

　 　 ・刈

会

谷、熊、小垣江、泉田

計

水 　
　 　 　防倉庫の設

名

計業務委託 　
　 　 ・刈

担

谷、熊、小垣江、泉田

当

水 　
　 　 　防倉庫の建

部

替 　
　　　―――――

水

―― 　　　―――――

資

―― 　　　―――――

源

――

・水防倉庫の老朽

部

化に伴い、刈谷、熊、

一

小垣江、泉田水防倉庫

般

の建替を実施し、治水

会

安全度の向上を図るこ

計

とができた。

成果

課題

水

指標名称（単位）
実績

防

値 目標値

２５年度 ２６

倉

年度 ２７年度 ２８年度

庫

３０年度

活動 水防倉庫

整

建替箇所数 4
指標
活動

備

指標

他市との
比較検証

事業
担当課 雨水対策

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

課

　
ト

単位：千円
２５年

款

度 ２６年度 ２７年度 ２

項

８年度 ２７年度

（決算

目

） （決算） （決算） （

担

予算） 事業費内訳

事業

当

費　① 0 0 100,6

係

35 0 合計 100,6

施

35,104 円
需用

設

費 108,624 円

管

財
　
源

特定財源 0 0 0

理

0 役務費 69,000

係

 円
委託料 2,157

9

,300 円

一般財源

1

0 0 100,635 0

3

工事請負費 29,88
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